【農地法第３条による権利取得】
以下の第１号～第７号のいずれかに該当する場合は許可することができません。
●第１号（全部効率利用）
農地取得後に、権利を有する農地の全てを効率的に利用して耕作を行うと認められない場合
※機械の所有、労働力の確保、農作業技術、草刈等の保全管理の状況により判断します。

●第２号（農地所有適格法人以外の法人の権利取得）
農地所有適格法人以外の法人が、権利を取得しようとする場合
※使用貸借又は賃貸借の場合は、契約書に農地を適切に利用していない場合に契約の解除をする旨の条件が付されていれば許可することができる。
●第３号（信託の引受け）
信託の引受けにより権利が取得される場合
●第４号（農作業常時従事）
農地取得後において、本人または世帯員が、耕作に必要な農作業に常時従事すると認められない場合
※年間従事日数が150日以上あれば、常時従事すると認められる。
●第５号（下限面積）
農地取得後において、耕作面積の合計が下限面積に達しない場合
※森町の下限面積…三倉、天方、森地区　20ａ
一宮、園田、飯田地区　40ａ
●第６号（転貸等の禁止）
農地取得後、その農地を貸付け又は質入れしようとする場合

●第７号（地域との調和）
農地取得後に行う耕作の内容、位置、規模からみて、地域農業の効率的かつ総合的な利用の確保支障を生じるおそれがある場合
※まとまった農地利用を分断するような権利取得、共同防除等の営農活動に支障が生ずるおそれのある権利取得等は許可できません。
【農業経営基盤強化促進法による権利取得】
農地法第３条の許可を受けることなく、農地の貸借や売買が可能です。
※所有権移転（売買）は認定農業者が農振農用地（青地）を取得する場合に限ります。
＜要件＞
●農地の全てを効率的に耕作すること
●農作業に常時従事すること（個人の場合）
●農地法の農地所有適格法人の要件を満たすこと（法人の場合）
※農地法第３条のような下限面積要件はありません
